
鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金交付要綱 

 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和 32 年鳥取県規則第 22 号。以下「規則」という。）

第４条の規定に基づき、鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金（以下「本補助金」という｡）

の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 
 
（交付目的） 
第２条 本補助金は、県内において再生可能エネルギーによる発電事業を計画している事業者が整備し、

若しくは費用負担する系統連系用電源線（発電所から電力系統へ連系し送電を目的とする送電線をい

う。以下同じ。）の費用の一部、再生可能エネルギーによる発電事業を計画している事業者が費用負

担する系統受入対策（系統安定化装置の設置及びバンク逆潮流対策に限る。以下同じ。）に要する費

用の一部、又は再生可能エネルギーによる発電設備の設置工事を実施するために県内金融機関（金融

庁より免許・許可・登録等を受けた県内に本支店営業所を設置しているもので、県内の本支店営業所

に限る。以下同じ。）から資金を借り入れた場合の借入費用の一部を支援することで、再生可能エネ

ルギー発電事業の事業化を促進し、温室効果ガスの削減及びエネルギー自給率の向上を図ることを目

的として交付する。 
 
（補助対象者） 
第３条 本補助金の対象者は、県内において系統連系用電源線の整備若しくは費用負担を行い、系統受

入対策の費用負担を行い、又は再生可能エネルギーによる発電設備の設置工事を実施するために県内

金融機関から資金を借り入れた事業者（国及び地方公共団体を除く。また、鳥取県内に本店、支店、

営業所、事務所その他の名称の如何を問わず、事業を行うために必要な施設を有し、鳥取県内におい

て事業を主体的に営む能力を有している者に限る。）であって、当該事業実施のために本県から他の

補助金・交付金その他の財政的支援を受けていないものとする。  
 
（実施地域の承認） 
第４条 本補助金の交付を受ける者は、あらかじめ発電事業の実施地域（自治会単位以上の地域で、発

電事業の事業地の属する地域並びに発電事業により生活及び自然環境等への影響が予想される地域

をいう。以下「実施地域」という。）を選定した上で、様式第１号による選定承認申請書を生活環境

部長に提出して、その承認を受けなければならない。  
２ 実施地域の承認は、原則として、承認申請を受けた日から１５日以内に行い、様式第２号により通

知するものとする。  
３ 生活環境部長は、実施地域を承認することができないと認めたときは、承認申請した者に対し、実

施地域の承認をしない旨及びその理由を通知するものとする。  
 
（補助金の交付） 
第５条  県は、第２条の目的の達成に資するため、別表の第１欄に掲げる事業で同表の第２欄の要件を

満たすもの（発電設備の設置工事の契約締結又は設置工事を自ら行う場合にあっては工事着手が第７

条に規定する交付決定前に行われているものを除く。以下「補助事業」という。）を行う第３条の者



に対し、予算の範囲内で本補助金を交付する。 
２ 本補助金の額は、別表の第１欄に掲げる事業の区分に応じ、補助事業に要する同表の第３欄に掲げ

る経費（消費税及び地方消費税を除く。以下「補助対象経費」という。）の合計額に、同表の第４欄

に定める率を乗じて得た額（千円未満の端数は切り捨てる。）以下とし、上限はそれぞれ同表の第５

欄に掲げる額とする。また、事業実施期間は、同表の第６欄に定める期間とする。 
３ 本補助金の交付を受ける者（以下「補助事業者」という。）は、鳥取県産業振興条例（平成 23 年鳥

取県条例第 68 号）の趣旨を踏まえ、補助事業の実施に当たっては、県内事業者への発注に努めなけ

ればならない。 
  
（交付申請の時期等） 
第６条 本補助金の交付申請は、生活環境部長が別に定める日までに行わなければならない。 
２  規則第５条の申請書に添付すべき同条第１号から第３号に掲げる書類は、それぞれ様式第３号、様

式第４－１号、様式第４－２号及び様式５号によるものとする。 
 
（交付決定の時期等） 
第７条 本補助金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から３０日以内に行うものとする。 
２ 本補助金の交付決定通知は、様式第６号によるものとする。 
 
（承認を要しない変更） 
第８条 規則第 12 条第１項の知事が別に定める変更は、次に掲げるもの以外の変更とする。 
 （１）本補助金の増額を伴う変更 
 （２）交付目的の達成に支障が生じ、又は事業効率の低下をもたらすおそれのある事業計画の変更 
２ 第７条第１項の規定は、変更等の承認について準用する。 
３ 規則第１２条第３項の申請書に添付すべき書類は、様式第３号、様式第４－１号及び様式第４－２

号によるものとする。 
 
（進捗状況報告の時期等） 
第９条 補助事業者は、各年度の９月３０日現在における補助事業の進捗状況を、当該年度の１０月１

５日までに、様式第７号により知事に報告しなければならない。ただし、当該年度の９月３０日まで

に補助事業を完了し、中止し、又は廃止したときは、この限りではない。 
２ 補助事業者は、規則第１７条第３項の規定による進捗状況を、各年度の翌年度の４月１５日までに、

様式第７号により知事に報告しなければならない。 
 
（現地調査等） 
第１０条 生活環境部長は、前条第１項の報告により、提出された書類を審査し、必要に応じて補助事

業の進捗について、指定した職員により現地調査をさせることができるものとし、状況に応じて事業

の進捗を促すものとする。 
２ 生活環境部長は、前条第２項の報告があったときは、指定した職員により現地調査等を行うことと

し、補助対象経費が適正に支出されていると認めたときは、支払実績額に基づき交付決定額の範囲内

で補助金を支払うものとする。 



３ 規則第２０条第１項の申出は、様式第９号により行うものとする。 
 
（実績報告の時期等） 
第１１条 規則第 17 条第１項の規定による報告は、次に掲げる日までに行わなければならない。 

(1) 規則第 17 条第１項第１号又は第２号の場合にあっては、補助事業の完了（電力受給開始日とする。

ただし、別表の第１欄に掲げる系統連系用電源線費用補助事業及び系統受入支援補助事業にあって、

送配電事業者へ支払った補償金の精算が電力受給開始日以降に行われる場合は、補助事業者はこの

精算の日を補助事業の完了とすることができる。以下同じ。）の日又は中止若しくは廃止の日から

１５日を経過する日 
(2) 規則第 17 条第１項第３号の場合にあっては、補助事業の完了予定年月日の属する年度の翌年度の

４月１５日 
２ 規則第 17 条第１項の報告書に添付すべき同条第２項第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞれ

様式第８号、様式第４－１号及び様式第４－２号によるものとする。 
 
（概算払） 
第１２条 県は、規則第１９条の規定により、利子相当額補助事業にあっては、６月３０日、９月３０

日、１２月３１日現在における利子支払状況に応じ、あらかじめ県が通知した支払時期において概算

払ができるものとする。 
 
（実施状況報告） 
第１３条 補助事業者は、事業完了した年度及び翌年度から３年間に係る別表の第２欄に掲げる地域貢

献事業の実施状況について、翌年度の４月１５日までに様式第１０号により知事に報告しなければな

らない。なお、地域貢献事業の内容が交付申請時の事業計画に記載した内容と著しく異なり、期待さ

れた地域貢献の成果が認められない場合、知事は補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 
 
（財産の処分制限） 
第１４条 規則第 25 条第２項ただし書の期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０

年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間（同令に定めのない財産については、生活環

境部長が別に定める期間）とする。 
２ 規則第 25 条第２項第４号の財産は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(1) 取得価格又は効用の増加価格が５００千円以上の機械及び器具 
(2) その他交付目的を達成するため処分を制限する必要があるものとして知事が別に定めるもの 

３ 規則第２５条第２項の規定による承認を受けるに当たっては、処分の３０日前までに様式第１１号

により申請するものとする。 
４ 第７条第１項の規定は、規則第 25 条第２項の承認について準用する。 
 
（収益納付） 
第１５条 補助事業者は、補助事業により取得し又は効用の増加した財産を処分したことにより収入が

あったときは、当該収入があったことを知った日から１５日以内に知事にその旨を報告しなければな

らない。 



２ 前項の場合において、知事がその収入の全部又は一部に相当する額を県に納付するように指示した

ときは、補助事業者は、これに従わなければならない。 
 
（補助事業の打切り及び返還） 
第１６条 知事は、補助事業者が電力受給の開始前に事業を取りやめたときは、交付決定の全部又は一

部を取り消し、及び既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 
２ 前項の規定にかかわらず、利子相当額補助事業において県内金融機関以外への債権譲渡又は保証人

による代位弁済が行なわれた場合は、知事は、その事実が発生した日以降の補助金を打ち切ることが

できる。 
 
（雑則） 
第１７条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、生活環境部

長が別に定める。 
 
   附 則 
 １ この要綱は、平成２４年８月１５日から施行し、同年７月５日以降に着手した事業から適用する。 
 ２ 平成２４年度において規則第６条第１項の規定により交付決定を行う場合における別表の規定

の適用については、同表第６欄中「翌年度末まで」とあるのは、「翌々年度末まで」とする。 
 
   附 則 
  この改正は、平成２５年３月６日から施行し、平成２４年度事業から適用する。 
   

 附 則 
  この改正は、平成２５年４月１日から施行し、平成２５年度事業から適用する。 
 

 附 則 
   この改正は、平成２６年８月２８日から施行し、平成２６年度事業から適用する。ただし、平成

２５年度までに補助金交付決定をした補助事業については、なお、従前の例による。 
 

 附 則 
   この改正は、平成２７年４月１日から施行し、平成２７年度事業から適用する。ただし、平成  

２６年度までに補助金交付決定をした補助事業については、なお、従前の例による。 
 

 附 則 
   この改正は、平成２８年４月１日から施行し、平成２８年度事業から適用する。 

ただし、第４条の規定の適用については、平成２８年９月３０日までに本補助金の交付申請が行

われたもので、知事が必要と認める場合においては、改正前の規定を適用することができるものと

する。 
 
 



 附 則 
この改正は、平成２９年４月１日から施行し、平成２９年度事業から適用する。ただし、平成  

２８年度までに補助金交付決定をした補助事業については、なお、従前の例による。 
 

 附 則 
この改正は、平成３０年４月１日から施行し、平成３０年度事業から適用する。ただし、平成  

２９年度までに補助金交付決定をした補助事業については、なお、従前の例による。 
 

 附 則 
この改正は、平成３１年４月１日から施行し、平成３１年度事業から適用する。ただし、平成３

０年度までに補助金交付決定をした補助事業については、なお、従前の例による。 



別表 
１ 補助

事業 ２ 要件等 
３ 補助対象経費 

４ 補助率 ５ 補助

上限額 
６ 事業実

施期間 区分 内  容 
系 統 連

系 用 電

源 線 費

用 補 助

事業 

(1)発電設備の敷地外部分にお

ける系統連系用電源線の整

備距離が１ｋｍを超えるこ

と。 
(2)発電設備の出力アップを含

み、発電端出力（以下「出力」

という。）が 2,000kW 未満の

設備であること。ただし、太

陽光発電は出力 50kW 以上

2,000kW 未満とする。 
(3)補助事業者は、実施地域にお

いて、別記に掲げる地域に貢

献する事業（以下「地域貢献

事業」という。）を行うこと。 
(4)当補助金の申請時までに、発

電事業及び地域貢献事業を

実施することについて、実施

地域の同意を得ていること。 
(5)売電する事業については、県

内に本店を置く電力小売り

登録事業者（以下、「地域新

電力」という。）との特定卸

供給について承諾すること。

ただし、地域新電力の都合に

より特定卸供給の承諾が困

難な場合はこの限りでない。 

系統連系用

電源線整備

費用 

・発電設備の敷地外部分における整備

のうち、１ｋｍを除く、20ｋｍまで

の整備（以下「補助対象電源線整備」

という。）に係る費用（交付決定日以

降に契約締結したものに限る。）又は

送配電事業者へ支払った補償金（昇

圧設備整備費用及び送配電事業者の

変電所内改修費用等は対象外）。な

お、補助対象電源線の延長に 1ｋｍ

当たり 5,000 千円を乗じて得た金額

を上限とする。ただし、高圧（６ｋ

V）と特別高圧（２２ｋV 以上）のど

ちらでも連系が可能な場合で知事が

認めたときは、高圧での連系で算出

される補助額を上限として、特別高

圧での連系のために追加で必要とな

る経費相当分（高圧連系とする場合

での補助対象経費の系統連系用電源

線にかかる全ての整備費用から高圧

での連系を行うとした場合の補助額

を差し引いた額（特別高圧での連系

となることにより整備しなくなる高

圧設備等がある場合は、当該整備費

用相当額を加算した額）を特別高圧

での連系のために追加で必要となる

整備費用から差し引いた額）を補助

対象経費とすることができる。 
・上記費用のうち、工事請負費及び委

託費については、県内事業者が施工

補助対象経費の１０／１０ 
 

10,000 千

円 
補助金交付

決定年度の

翌々年度末

まで 



し、又は実施したものに限る。ただ

し、やむを得ない事情で県内事業者

への発注が困難と知事が認めた場合

は、この限りでない。 

系 統 受

入 支 援

補 助 事

業 

(1)発電設備の出力アップを含

み、出力が 2,000kW 未満の

設備であること。ただし、太

陽光発電は出力 50kW 以上

2,000kW 未満とする。 
(2)補助事業者は、地域貢献事業

を実施すること。 
(3)当補助金の申請時までに、発

電事業及び地域貢献事業を

実施することについて、実施

地域の同意を得ていること。 
(4)売電する事業については、地

域新電力との特定卸供給に

ついて承諾すること。ただ

し、地域新電力の都合により

特定卸供給の承諾が困難な

場合はこの限りでない。  
 
 
 
 
 
 

バンク逆潮

流対策工事

費用 

・バンク逆潮流対策工事費用として、

送配電事業者へ支払った補償金。 
 

対象工事費の１／３ 

系統安定化

装 置 の 設

置、変電所

改修工事に

係る費用 

・系統安定化装置の設置、変電所改修

工事に係る費用として、送配電事業

者へ支払った補償金。 
 

対象工事費の１／３ 



利 子 相

当 額 補

助事業 

(1) 発電設備の出力アップを含

み、出力が 2,000kW 未満の

設備であること。ただし、太

陽光発電は出力 50kW 以上

2,000kW 未満とする。 
(2)補助事業者は、地域貢献事業

を実施すること。 
(3)当補助金の申請時までに、発

電事業及び地域貢献事業を

実施することについて、実施

地域の同意を得ていること。 
(4)売電する事業については、地

域新電力との特定卸供給に

ついて承諾すること。ただ

し、地域新電力の都合により

特定卸供給の承諾が困難な

場合はこの限りでない。  

発電設備の

設置工事を

実施するた

めに県内金

融機関の県

内本支店等

より借り入

れた資金 

・資金の融資実行日（交付決定日の属

する年度の前年度の４月１日以前で

ある場合は当該４月１日とする。）か

ら電力受給開始日の前日までの利子

として支払った金利。遅延利息等は

除く。なお、複数の金融機関より一

括して借り入れた場合は、県内金融

機関の融資比率相当額のみ対象とす

る。 

１０／１０ 

注）補助上限額は、系統連系用電源線費用補助事業、系統受入支援補助事業、利子相当額補助事業の合計 
 
 
 
 



別表（別記） 
 
 
 
地域に貢献する事業（地域貢献事業）は、次の要件を満たす事業とする。 
１ 実施地域の課題を踏まえ、実施地域の需要に沿った事業であること。なお、実施地域の取組に協賛・

寄附する場合も含む。 
  なお、事業を例示すれば次のとおり。 
 ＜例＞ 
・環境保全（環境教育、清掃活動、街路灯の整備など） 
・地域振興（賑わいづくり、ふるさと教育など）  
・地域安全（災害時の電源として活用する仕組みづくり、避難訓練など） 
・健康福祉増進（交流イベント実施など） 
・文化・スポーツ振興（伝統文化の継承、文化・スポーツイベント実施、環境整備など） 

２ 地域貢献事業の内容及びその実施について、実施地域の同意を得ていること。（複数の地区に貢献

する内容でまとめて実施することもできる。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第１号（第４条関係） 
                                 年  月  日 

 
 鳥取県生活環境部長        様 
 
                         住所 
                         企業・団体名 
                         代表者職氏名            印 
 

 年度鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金実施地域選定承認申請書 
 
鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金に係る実施地域を下記のとおり選定したので、鳥取県

再生可能エネルギー発電事業支援補助金交付要綱第４条第 1 項の規定により、申請します。 
 
記 

 
１ 発電事業の概要 

①発 電 所 所 在 地：   市町村      番地 
②敷地面積（m2）：             ㎡ 
③種 別：               
④計画最大出力（kW）：            ｋW 
⑤発電設備の完成予定日：       年  月  日～       年  月  日 
⑥総 事 業 費：             円 

 ・事業計画地の位置図を添付すること。 
 
２ 発電事業の実施地域 

項目 内容 

選定した実施地域 

※地域の単位が分かる名称で記載すること。（○○集落、○○自治会、○○

市など） 
 
 
 
 

選定理由 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第２号(第４条関係) 
 

年  月  日  
 
         様 
 

鳥取県生活環境部長        印  
 
 
 
  年 月 日付けで承認申請のあった鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金に係る実施地

域の選定について、鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金交付要綱第４条第２項の規定により、

承認します。 
 

記 
 
（承認する実施地域名） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第３号（第６条、第８条関係） 
 

  年度鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金事業計画書 
 

１ 対象補助事業（該当項目を全てチェックすること。） 
 □系統連系用電源線費用補助事業 □系統受入支援補助事業 □利子相当額補助事業 
２ 事業実施主体の概要 
 企 業 名 等  

代 表 者 職 ・ 氏 名  

住 所  

電話番号、ファクシミリ番号  

担 当 者 職 ・ 氏 名  

メールアドレス（担当者）  

３ 事業期間（交付決定日以前に発電設備の設置工事に着手した事業は補助対象とならないので注意ください。） 
  ［着手日］       ［終了予定日］ 

  年  月  日から  年  月  日まで 
［電力受給開始予定日：  年  月  日］ 

４ 事業計画の概要 
①発 電 所 所 在 地：   市町村      番地 
②敷地面積（m2）：             ㎡ 
③種 別：               
④計画最大出力（kW）：            ｋW 
⑤発電設備の完成予定日：       年  月  日 
⑥総 事 業 費：             円 
 
★発電設備の敷地外部分における系統連系用電源線の整備距離 
（系統連系用電源線費用補助事業のみ記載してください。） 

  整備距離    ｋｍ（ｋｍ表示とし、小数点以下２桁未満は切り捨てる。） 
（注）補助対象外の１ｋｍを含む全整備距離を記載する。 
５ 事業の実施体制 
発電所施工： 
発電所管理： 
６ 他の補助金の活用の有無 

  有 ・ 無 

※他の補助金等の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。 
※「有」の場合は、活用する補助金等名やその事業内容、当該補助金等に係る問い合わせ先（補助金等
を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。 
７ その他 
 
（添付書類） 
・事業実施工程表（様式は任意） 

 ・（県外事業者の場合）施工体系図及び県内事業者との契約書の写し等 
 ・（系統連系用電源線費用補助事業の場合）系統連系用電源線の敷設距離が分かるルート図 
 ・発電設備までの地図、設備の配置図 
 ・第４条第２項の規定による承認通知の写し 
 ・地域貢献事業実施計画書（様式第３号） 
 ・その他知事が必要と認める書類（県内事業所に従業員等が常駐していることを証する資料など） 



様式第４－１号（第６条、第８条、第１１条関係） 
 

  年度鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金事業収支予算（決算）書 
（系統連系用電源線費用補助事業、系統受入支援補助事業用） 

１ 収入の部 
単位［円］ 

 金  額 資金の調達先 
自己資金   
借 入 金   
補 助 金   
そ の 他   
合  計   

２ 支出の部 
単位[円] 

経費区分 内  容 
(名称、単価、数量等を記載) 

補助事業に

要する経費 
補助対象経費 
(算定基準額) 交付申請額 備 考 

系統連系用電

源線費用（送

配電事業者へ

の 工 事 補 償

金） 

     

系統連系用電

源線費用（送

配電事業者へ

の工事補償金

以外） 

    

系統安定化装

置の設置、変

電所改修工事

に係る費用 

    

バンク逆潮流

対策工事費用 
    

その他経費     

合  計      

 （添付書類） 
  ・支出の部は、おおむね契約単位で記入し、その契約における数量及び単価等の根拠資料 
   ※（実績報告の場合）領収書等の支払い根拠資料 
  ・（送配電事業者への工事補償金の契約がある場合）工事補償金契約書等の写し 
 
３ その他 
・消費税及び地方消費税の取扱い 

  □ 補助対象経費に消費税及び地方消費税は含めていません。 
 ※補助対象経費を確認のうえ、☑を入れてください。 



様式第４－２号（第６条、第８条、第１１条関係） 
 

  年度鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金事業収支予算（決算）書 
（利子相当額補助事業用） 

１ 収入の部 
単位［円］ 

 金  額 資金の調達先 
自己資金   
借 入 金   
補 助 金   
そ の 他   
合  計   

２ 支出の部 
単位[円] 

経費区分 内  容 
(名称、単価、数量等を記載) 

補助事業に

要する経費 
補助対象経費 
(算定基準額) 交付申請額 備 考 

融資実行日か

ら電力受給開

始日までに支

払う利子(借入

毎に記入) 

① 借入金融機関 
② 借入金 
③ 借入期間 
④ 利率 

    

合  計      

 （添付書類） 
  ・融資に対する返済明細書等の根拠資料の写し 

３ 算定基礎 
単位[円] 

経費区分 内  容 
(名称、単価、数量等を記載) 経 費 備 考 

系統連系に要

する経費    

発電所建設工

事費    

上記以外のそ

の他経費    

合  計    

  ※借入金を充当する経費について記載すること。 
 
 （添付書類） 

・おおむね契約単位で記入し、その契約における数量及び単価等の根拠資料 
 
 
 
 



様式第５号（第６条関係） 
 
                 

年度鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金に係る地域貢献事業実施計画書 
 
 
１ 発電事業計画の概要 

①発 電 所 所 在 地：   市町村      番地 
②敷地面積（m2）：             ㎡ 
③種 別：               
④計画最大出力（kW）：            ｋW 
⑤発電設備の完成予定日：       年  月  日 

 
 
２ 地域貢献事業の概要 

項目 内容 

実施地域 

 
 
 
 

地域貢献事業の計画 

※事業の内容、規模、回数及び期間等を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実施経費又は負担額 
（見込） 

 
 
 
 
 
 

 
 
上記１の発電事業及び上記２の地域貢献事業の実施について、同意します。 
 
 

  年 月 日 
    
                            地区               

       役職               
    氏名              印 



様式第６号（第７条関係） 
年   月   日 

              様 
 

職  氏  名    印   
 

  年度鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金交付決定通知書 
 
   年  月  日付けの申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取県再生可能エネル

ギー発電事業支援補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３

２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付す

ることに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。 
 

記 
 
１ 対象事業 
 本補助金の補助事業は、  年度鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金とし、その内容は、

申請書に記載されているとおりとする。 
 
２  交付決定額等 
 本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、対象事業の内容が変更され

た場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。 
  (1) 算定基準額     金          円 
  (2) 交付決定額         金          円 
 
３  経費の配分 
 本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、申請書に記載さ

れているとおりとする。ただし、対象事業の内容が変更された場合においては、別に通知するところ

による。 
 
４  本補助金の額の確定 
 本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援

補助金交付要綱（平成２４年８月１５日付第２０１２０００７２７４６号鳥取県生活環境部長通知。

以下「要綱」という。）第４条第２項の規定を適用して算定した額と、前記２の（２）の交付決定額

（変更された場合は、変更後の額とする。）のいずれか低い額により行う。 
 
５  補助規程の遵守 
 本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱の規定に従わなければな

らない。 
 



様式第７号（第９条関係） 
                                 年  月  日 

 
 鳥取県知事        様 
 
                         住所 
                         企業・団体名 
                         代表者職氏名            印 
 

  年度鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金進捗状況報告書 
 
    年  月  日付第       号で交付決定を受けた事業の進捗状況について、  年  

月  日現在の進捗状況を、鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金交付要綱第９条第１項（第

２項）の規定により、下記のとおり報告します。 
 

記 
１ 補助事業の進捗状況 

補助金等の名称 鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金 
対象補助事業 □系統連系用電源線費用補助事業 □系統受入支援補助事業 

□利子相当額補助事業 
事業内容 １ 実施した内容 

 
 
２ 事業成果（  年  月  日現在） 
 
 
３ 今後の予定 
 
 

 ※実施した内容について完結に記載すること。 
 
２ 予算の執行状況 

単位[円] 
  算定基準額 交付決定額 
交 付 決 定    

初年度の実績額 ９月   
３月   

次年度の実績額 ９月   
３月   

今後の執行予定    
  （注）１ 実績報告書の収支決算書に準じた明細（任意の様式で可）を添付すること。 
     ２ 不要な欄は削除すること。 



様式第８号（第１１条関係） 
 

  年度鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金事業報告書 
１ 対象補助事業 
  □系統連系用電源線費用補助事業 □系統受入支援補助事業 

□利子相当額補助事業 
２ 事業期間 
  ［開始日］        ［終了日］ 
    年  月  日から  年  月  日まで 

［電力受給開始日：  年  月  日］ 
３ 実施事業の概要 
①発 電 所 所 在 地：   市町村      番地 
②敷地面積（m2）：             ㎡ 
③種 別：               
④最 大 出 力 （ k W）：            ｋW 
⑤発 電 設 備 の 完 成 日：       年  月  日 
⑥総 事 業 費：             円 
 
４ 事業の実施体制 
発電所施工： 
発電所管理： 
 
 
 

５ 他の補助金の活用の有無 
 

有 ・ 無 
 
６ その他 
 
 
 
 
 
（添付書類） 
 ・（系統連系用電源線費用補助事業の場合）送配電事業者への工事補償金（工事完成後の精算額）入

金証明書等 
 ・（売電事業の場合）地域新電力への特定卸供給承諾書の写し（地域新電力の都合でこれが困難な場

合はそのことを証する書類） 
・（利子相当額補助事業の場合）電力需給開始日までの利子として県内金融機関に支払った利子支払

い証明書等 
・（他の補助金等を受けた場合）交付決定通知書、実績報告書及び補助金額確定通知書等の写し 
・発電設備までの地図、設備の配置図（事業計画書に添付のものと変更がある場合のみ） 
・写真（設備及び周囲の状況を含めた全体） 

 ・その他知事が必要と認める書類（県内事業所に従業員等が常駐していることを証する資料など） 



様式第９号（第１０条関係） 
  年  月  日 

 
  鳥取県知事     様 
 
                           住所 
                           企業・団体名 
                           代表者職氏名          印 
 

  年度鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金の支払に係る届出書 
 
 
   年  月  日付第      号による交付決定に係る鳥取県再生可能エネルギー発電事業

支援補助金の支払について、鳥取県補助金等交付規則第２０条第１項の規定により、下記のとおり申し

出ます。 
 

記 
単位[円] 

補助事業等の名称 鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金 

対象補助事業 □系統連系用電源線費用補助事業 □系統受入支援補助事業 
□利子相当額補助事業 

交付決定額  

支払時期・支払額

の変更希望内容又

は支払停止希望額 
 

支払時期・支払額

を変更又は支払停

止を希望する理由 
 

添付書類 資金計画書 

 



様式第１０号（第１３条関係） 
                                                                  年  月  日 

 
  鳥取県知事     様 
 
                           住所 
                           企業・団体名 
                           代表者職氏名          印 
 
                 

年度鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金に係る地域貢献事業実施状況報告書 
 
   年  月  日付第       号で交付決定を受けた事業の地域貢献事業実施状況につい

て、鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金交付要綱第１３条の規定に基づき下記のとおり報告

します。 
 
 
 

記 
 

項目 内容 

地域貢献事業の計画 

 
 
 
 
 
 
 

地域貢献

事業の実

施状況及

び成果 

事業完了年

度 
（ 年度） 

 
 
 
 
 

翌年度 
（ 年度） 

 
 
 
 
 

２ヶ年目の

年度 
（ 年度） 

 
 
 
 
 

３ヶ年目の

年度 
（ 年度） 

 
 
 
 
 



様式第１１号（第１４条関係） 
  年  月  日 

 
  鳥取県知事     様 
 
                           住所 
                           企業・団体名 
                           代表者職氏名          印 
 
 

取得財産処分承認申請書 
 
   年度鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金により取得し又は効用の増加した財産を処

分するため、鳥取県再生可能エネルギー発電事業支援補助金要綱第１４条の規定により下記のとおり申

請します。 
 

記 
 

 
対象補助事業 
 

□系統連系用電源線費用補助事業 □系統受入支援補助事業 
□利子相当額補助事業 

 
品目及び取得年月日 
 

 

 
取得価格及び時価 
 

 

 
処分の内容 
 

 

 
 


